
現在、府内市町村の財政を取り巻く環境は非常に

厳しい状況にある。このような中で、市町村は住民

の理解を求めようとし、また、住民も自分が暮らし

ている市町村の財政状況への関心が高まってきてい

る。

しかし、一般的な財政状況の公表においては、普

通会計や一般会計を主として説明し、その他の特別

会計については示されていないか、または示されて

いたとしても簡単なものにとどまるという場合が多

い。特別会計に含まれているのは上下水道事業や国

民健康保険事業といった住民の生活にとって切り離

せない重要なサービスであるにも関わらず、会計処

理上の区分により普通会計や特別会計と区別され、

それがそのまま公表されている。しかし、住民にと

っては普通会計の住民サービスも、上下水道事業や

国民健康保険事業における住民サービスも同じ市町

村からのサービスであり、会計処理上の区分で別々

に公表することは、住民が市町村の全体を理解する

上で非常にわかりにくいものとなっている。さらに、

一般会計（普通会計）の状況ばかりが注目を浴びる

と、本来市町村全体を視野に入れ、行財政運営を行

うべき市町村のトップの関心が一般会計に偏ってし

まう恐れもある。

そのような住民の理解の障壁をなくし、市町村の

財政状況を理解してもらうためにも、全体の財政状

況をわかりやすく公表する必要がある。そのため、

本稿では、普通会計や公営事業会計を連結させた決

算の作成を試みることとし、その連結決算の特徴を

分析するとともに、住民への説明責任や財政運営へ

の効果などについて検証を行うこととする。

今回の連結決算は、なるべく市町村の全体像が掴

めるように配慮しつつ、現行の決算統計に一定の加

工を行うだけで容易に作成できるようにしている。

連結する会計としては、多くの市町村で実施されて

いる事業である上水道事業、下水道事業及び病院事

業の公営事業会計と国民健康保険事業（事業勘定）、

老人保健医療事業及び介護保険事業（事業勘定）の

事業会計に普通会計を合わせた７会計を採用するこ

ととした。

会計処理では普通会計などでは現金主義を、公営

事業会計のうち上水道事業会計や病院事業会計は発

生主義を採用しているため、単純にこれらを連結し

えないという障害がある。今回の連結決算の作成に

あたっては、単年度で赤字なのか黒字なのかがわか

るように単年度収支のキャッシュフローを基礎とす

ることとし、そのため発生主義を採用している会計

では他の会計と合わせるため、減価償却費を元金償

還金に置き換えるなど、資金の収支がおおよそわか

るように加工した。また、繰越金や基金繰入金など

年度間の調整要素は控除することとした。収入支出

科目としては、収入では「地方税」、「地方交付税等」、

「使用料等」、「補助金」、「地方債」、「他会計繰入金」、

「その他」を、支出にあっては「人件費」、「公債費」、

「扶助費（給付関係）」、「建設事業費（投資関係）」、

「他会計繰出金」、「その他（経費関係）」というよう

に収入支出の概要がわかるものを採用した。

以上の方法により、連結決算シート（表１）を作

成した。

連結決算の作成連結決算の意義
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連結決算の作成とその効果
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上記の連結決算シートに基づき、平成１５年度の府

内４３市町村（大阪市を除く）の連結決算（表２）を

作成した。また、比較が可能なように、住民一人当

たりの額に置き換えたものは表３である。

この連結決算を普通会計と比較すると次のような

特徴があることがわかる。

（１）収入における特徴

連結決算の規模は、収入でみると合計３兆６,５８６

億円となり、一方普通会計の収入合計は１兆８,８０３

億円で連結決算収入全体の５１.４％に過ぎず、約半

平成１５年度府内市町村連結決算の特徴
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表１　連結決算シート

表２　平成１５年度　府内市町村連結決算シート



分は他会計の収入である。その内訳は、国民健康保

険が１４.０％、老人保健医療が１２.４％で、下水道が

７.５％となり、上水道、病院、介護保険は５％前後

である。

また、普通会計の収入では、地方税が４６.６％と

高い比重を占めており、使用料等は２.５％しかない

が、連結決算においては地方税が２３.９％と収入全

体の４分の１に満たない一方で使用料等は１５.３％

を占めており、収入における比重が高くなっている。

（２）支出における特徴

普通会計の支出における比重では、人件費が２５.６％

で一番高く、扶助費（給付関係）は１８.７％であるが、

連結決算においては、人件費の比重が１６.２％と低

くなる一方で扶助費（給付関係）が３６.０％と他の

科目に比べて突出している。

（３）単年度収支における特徴

普通会計の単年度収支は赤字であり、収入合計に

対してその割合をみると１.２％であるが、連結決算

における単年度収支の赤字の割合は０.６％とそれほ

ど大きいものではなくなる。

また、普通会計の単年度収支から、他会計への赤

字補てん分を除くと約３００億円の大幅な黒字となる。

逆に下水道事業においては単年度収支での赤字額は

それほど大きいものではないが、赤字補てん分を除

くと大幅な赤字となる。

次に平成５年度及び平成１０年度の府内市町村連結

決算を作成し、過去１０年間における府内市町村連結

決算の推移からその特徴をみることにする。収入及

び支出それぞれの推移を表したのが、図１、２であ

る。

これらから以下のことが特徴として挙げられる。

・収入では、平成１２年度に新たに介護保険事業が

加わったこともあり、使用料等が増加している。

・支出では、扶助費（給付関係）や他会計繰出金

の伸びが著しい。

・一方で人件費についてはほとんど伸びがなく、

建設事業費（投資関係）は減少している。

これらの特徴から以下のことが言える。

（１）地方税から使用料等へシフト

収入において地方税が減少する一方で、使用料等

が増加している。景気の後退により地方税が落ち込

む中、税に代わる財源として使用料等が着目されて

おり、その見直しの結果、比重が高まっている。

府内市町村連結決算の推移
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表３　平成１５年度　府内市町村連結決算シート（住民一人当たり額）



（２）「ハード」から「ソフト」へ

支出において建設事業費（投資関係）が減少して

いる一方で、扶助費（給付関係）が伸びている。こ

れまで取り組んできた社会資本整備がある程度達成

されてきており、資本整備から給付を中心としたサ

ービスへと移行していることがうかがえる。

（３）特別会計の規模の増大

普通会計から他会計への繰出金が増加している。

このことについて更に分析するために普通会計と６

事業会計の支出についての推移を表したのが図３で

ある。普通会計の伸びはほとんどない一方で、特別

会計は、平成１２年度から新たに介護保険事業会計が

創設されたこともあるが、６事業会計の支出は著し

く増加しており、平成１５年度には普通会計とほぼ同

額となっている。市町村全体において特別会計の規

模が増大していることがうかがわれる。その結果、

連結決算でみると普通会計から他会計への繰出金が

増加している。

次に、全国市町村の連結決算を作成し、府内市町

村の連結決算と比較することにより、府内市町村連

結決算の特徴を挙げてみる。全国市町村と府内市町

村の連結決算を比較するため人口一人当たりの全国

市町村連結決算シートを作成し（表４）、収入及び支

出それぞれについて比較したものが図４、５である。

全国市町村連結決算シートについては、平成１４年度

のものであり、平成１４年度府内市町村連結決算シー

府内市町村連結決算と
全国市町村連結決算の比較
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図１　府内市町村連結決算の推移（収入） 図２　府内市町村連結決算の推移（支出）

図３　普通会計と６事業会計の支出の推移 図４　全国市町村との比較（収入）

図５　全国市町村との比較（支出）



トを作成の上比較した。

これらの図から以下のことが言える。

（１）全国市町村と変わらない地方税

府内市町村は全国市町村に比べて都市部というこ

とで地方税の額が大きいと考えられたが、実際は府

内市町村の方が大きいものの、その差額はそれほど

大きいものではない。

（２）投資の抑制

府内は都市部ということもあり社会資本整備が全

国に比べ早く達成されたこともあり、建設事業費

（投資関係）が全国に比べて小さくなっている。ま

た、建設事業費が小さい分、それに伴い発行される

地方債が少ないため、その償還にあてられる公債費

も小さくなっている。

（３）求められる適正な受益と負担

連結決算の収入、支出の特徴として挙げた使用料

等と扶助費（給付関係）は、全国市町村と比べてそ

れぞれ下回っている。それらについて更に分析する

ため、会計ごとに比較してみた（表５）。

この表からみると、扶助費（給付関係）について

は、老人健康医療や介護保険は全国と比べて小さい

が、普通会計、国民健康保険では大きくなっている。

また、使用料等を見ると国民健康保険は先ほど述べ

たようにその給付額が大きいため、その対価である

使用料についても大きくなっているが、その他の会

計については全国市町村を下回っているものが多

い。そのため、普通会計や国民健康保険のように給

付が大きい会計については給付のあり方について、
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表４　平成１４年度　全国市町村連結決算シート（住民一人当たり額）

表５　住民一人当たり額の全国比較（使用料等と扶助費（給付関係））



また、普通会計や上水道といった全国市町村よりも

使用料等の額が小さい会計については適正な負担を

検討していくことが求められる。

（１）住民説明の充実

市町村の財政状況の公表は普通会計を中心とした

ものになっているが、先に述べたように連結決算で

みると普通会計は市町村全体の財政の中でおよそ半

分ほどの規模でしかなく、残りは他の事業会計で占

めている。これらを連結決算で表すことにより、こ

れまで示されてこなかった市町村全体の財政状況の

単年度収支が一目でわかるようになり、住民に対し

てわかりやすく市町村の財政状況を説明することが

可能となる。

（２）市町村財政への新たな視点

連結決算により、これまでにはない新たな視点を

住民に対して示すことができる。連結決算において、

使用料等が収入全体のなかで大きなウエイトを占め

ていることや、扶助費（給付関係）の比重が人件費

を抜いて最も大きくなっていることは、これまで住

民が市町村に対して持っていたイメージである「収

入は地方税により賄われている」ことや「市町村は

人的サービスが主な仕事である」ということに対し

て、新たな視点を示すことができる。

（３）財政運営への寄与

これまで財政状況というと普通会計の数字だけで

判断されがちであった。したがって、財政運営にお

いては、これまで人件費や投資事業の抑制などが中

心として議論されてきた。しかし、連結決算でみる

と最大の支出項目は扶助費（給付関係）であり、こ

れをどうしていくのかということを検討すべきであ

る。その検討の際には、対価を徴収している事業に

ついてはその対価としての使用料等をどうするかと

いうことも視野にいれた議論がなされていくことに

なろう。

また、各会計を結び付けている繰出金のあり方も

どうすべきかということも考えていくべきであろ

う。これまで各会計で繰出金についてバラバラに議

論されていたものが、連結決算において他会計と比

べることにより、健全化が求められる会計がより明

確に示されることとなるなど、市町村全体の財政運

営を検討するうえで重要な役割を果たしていくと考

えられる。

現在、府内市町村は懸命に財政健全化に取り組ん

でいるところであり、健全化を進めていく上で、住

民サービスへの影響は避けがたい状況にある。また

一方で官民協働など行政と市民が一体となった取組

が進んできており、住民が行政に参加する機会が増

大し、住民が担う役割がますます重要となってきて

いる。そのなかで行政と住民がよきパートナーシッ

プを築いていくためにも、住民に対する説明責任を

より一層果たしていかなくてはならない。そのため、

財政状況についてもいかにわかりやすく住民に対し

て説明するかということを考えると、従来の方法で

は必ずしも満足のいくものではなく、改善が求めら

れている。

また、財政運営においても財政健全化を検討する

上でこれまで一般会計や普通会計が重視されてき

た。そのため、特別会計はあまり注目されてこなか

ったこともあり、健全化という面において遅れてい

たと言える。これからは特別会計も含めた全体を視

野に入れた財政運営を行っていくべきであり、その

中で各会計の状況を検証し、健全化を図っていくこ

とが求められる。

これらの問題において連結決算が果たすべき役割

は大きいと思われる。今後、連結決算が財政公表や

財政運営において積極的に活用されていくことを期

待する。

おわりに

連結決算がもたらす効果
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